
こころのふるさとづくり支援事業

中原将秀

熊本県農林水産部農村振興局農村計画課技師

中山間地域の農村集落では、地域経済が衰退するとともに、集落の崩壊などの問題が発生しています。一

方、都市部では、地方に里帰りする親がいない家族も多く見られ、いざという時の疎開先がなく、子ども達

が農村を訪れる機会も減少しています。これらの状況を踏まえ、①地方に住む高齢者に生きがいと収入を、

②都市に住む家族に緊急時のよりどころと田舎体験を提供する「心のふるさとづくり支援事業」の創設を提

案します。本政策では、農村・都市それぞれの得意分野を活かし、行政を含めた３者それぞれの立場での発

展を図ります。

１．はじめに

日本の人口は、2008年にピークを迎えた後、現在は微減しています。人口減少は、地方

に行くほど深刻となり、農村集落では人口が大幅に減少し、高齢化が進み、空き家が増え、

集落の存続すら危ぶまれています。

最近では、団塊の世代の農村回帰などにより、農村集落に住む高齢者も多様化しつつあ

ります。そのような中で、「子ども達は都会に暮らしており、老夫婦だけで生活している。

また、普段の生活では小規模な農地を有し、自分用の野菜等を作っているものの、主な収

入源は年金である。できれば、都会に住む孫にお小遣いを上げるために、もう少し現金収

入を増やしたい」といった方が多いのではなでしょうか。

一方で都市部に目を向けると、団塊ジュニア以降の世代に「親子ともに東京生まれ、東

京育ちで地方に縁がない」といったファミリーが多く見られます。このようなファミリー

は、「大震災のような不測の事態が生じた場合に、避難できる田舎の祖父母などもなく、

地方に頼れる親戚縁者もいない。また、子どもに田舎体験をさせたくても、そのような機

会がほとんどない」といった課題を抱えています。

さらに、農村集落を多く抱える地方公共団体は、総じて財政状況が厳しく、「農村集落

の活性化」を県政の大きな課題にしているものの、補助金を“大盤振る舞い”するような

施策は打てません。このような背景を踏まえ、以下の３点を具体的な目標として政策を提

言します。

・高齢者の生きがいをもたらすとともに、月３万円程度の現金収入を増やす。

・都市在住で学童がいるファミリーが、いざという時に安全な地方に避難できる。

・都市在住の学童の田舎体験を増やす。

これらを一気に実現する施策として、にころのふるさとづくり支援事業」の創設を提

案します。
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２．現状と課題

(1)農村集落における現状と課題

熊本県統計調査課の調査によると、県内全体での人口は1,859,344人（2000年）から

1,817,426人（2010年）となり、最近の10年で、約４万人減少しています。

また、熊本県全域では''１山間地域の土地而積が約７割を占め、中山問地域における人

｜｜の減少や耕作放棄地の増加が問題となっています。

また、熊本県の商齢化率は（人口に占める年齢65歳以上の人口の割合）は、平成24年

は26.4％となっており、平成23年と比較すると、0.7ポイント上昇しています（全国平均

23.3％)。また、高齢化率が30％以上の市町村は、２８市町村となり、県全体で高齢化が

進んでいます。

表－１熊本県内市長村の高齢化率順位表（上位10位）

順位 市長村名 高齢化率(％） 順位 市長村名 高齢化率(％）

１ 五木村 41.9 ７ 芦北町 36.0

２ 山都町 39.9 ８ 和水町 35.9

３ 水上村 38.4 ９ 産山村 35.7

４ 球磨村 38.3 1０ 津奈木町 34.9

５ 美里町 38,3 4２ 本市 21.2

６ 湯前町 36.4 (県平均） 25.7

[出典：熊本県統計調査課「熊本県推計人口調査｣］

さらに、人口減少の影響により、空き家は平成20年には10万2,800戸となって、空き

家率（総住宅数に占める空き家の割合）は13.4％、平成15年の11.2％に比べて2.2ポイン

ト増加するなど、空き家の数は年々上昇をしています。

Ｌ

赤字分

１２％

勤め先収入

５７％

60～64歳

公的生長金

兇 茄萄昌分

勤め先収入

２５％

65～69歳

赤弓昌分
、

公的隼金

５８％

７０歳以上

[出典：総務省「全国消費実態調報
図－１全国における高齢者年代別の収入割合
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②

農村集落における主な産業は農業ですが、熊本県の中山間地域における経営規模は１

戸あたり平均0.18haと小さく、必要な収入の確保が困難であるのが実情です。また、そ

のような環境のなか、農村集落において高齢者には年金は貴重な収入源となっています

(図－１参照)。

このような中、熊本県では、中山間地域対策として、中山間地域総合整備事業などの

ハード対策や中山間地域直接支払制度などのソフト対策を行っていますが、依然として

耕作放棄地は増えている傾向にあります。

また、都市と農村の交流を促進する取組も局部的には見られますが、一般的なものに

はなっておりません。

都市在住で学童がいるファミリーの現状と課題

ａ）被災した場合のリスクについて

2011年３月11日、東日本大震災が発生した時に、多くの方が避難所に避難すること

になりました。東北三県では、未だに避難生活を余儀なくされている方もいらっしゃ

います。

誰にとっても避難生活はストレスが多く、苦痛を伴うものだと思いますが、学童を

持つ親御さんにとっては、自分のことだけでなく、子どもの心配をすることから、よ

り一層ストレスがかかることと思われます。

このようなとき、「もし、被災していない地域に祖父母がいれば、そちらに一時的

に“疎開”をするのに」と感じた方も多かったのではないでしょうか。

昭和40年代頃に、大量の地方出身の団塊世代が都市部に流入し、都市部に住居を構

えました。そのため、団塊ジュニア世代もしくはそれより若い世代では、「田舎がな

い」といった方も多く見受けられます。

このため、大地震のような不測の事態があったときには、居住地から離れた地域に

一時的に避難できるところ（例えば、祖父母の家など）がなく、居住地近くの避難所

に入らざるを得ません。

ｂ）子どもの田舎体験について

一部の自治体では、小学校高学年のときに、子ども達に田舎体験をさせるプログラ

ムがあります。

これは、「子ども達に田舎体験させたい」という親の思いの表れと思われます。

しかし、まだまだこのような事例は少なく、コストとの兼ね合いで「毎年長期間、

子どもと田舎に滞在する」といった方は少ないのではないかと思います。

３．提案する施策の内容

(1)今回の政策提案では熊本県が実施主体となり、にころのふるさとづくり」を行いま

す。以下、政策の概要を示します。

施策名称：こころのふるさとづくり支援事業（新規）

事業主体：熊本県

主な内容：①「こころのふるさとづくりサークル」の創設・運営と会員募集
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②「移住保険」の創設・運営

③農村集落に「こころのふるさと団体」の設立支援

④田舎体験プログラム作成の助成

⑤農村集落の空き家整備の助成

必要予算：都市民の応募状況や空き家の確保数によって変わるものの、ふるさと納

税などを勘案すれば、年間数千万円以内には収まる見込み

②モデルケースを用いた説明

にころのふるさとづくり支援事業」について、「都市在住の家族」「農村在住の夫婦」

「行政」の３つの立場から、それぞれモデルケースを用いて、詳細に説明します。

ケーススタディ１）都市在住の家族（Ａさん）の場合

・親２人、子ども２人（子どもは小学生）

・東京在住。両親ともに東京出身で、地方（農村）には祖父母や親戚がいない

・大震災以来、被災した時の避難について不安を抱いている

・子どもには、多くの田舎体験をさせたいと思っている。

・平均的な経済力。家族旅行はコスパを重視

Ａさん目線で見たにころのふるさとづくり支援事業」では、Ａさんは始めに、熊本

県が募集する「こころのふるさとづくりサークル」に加入します。このにころのふる

さとづくりサークル」へ加入するためには、以下の２点の会費が必要となります。

･3,000円／１ケ月（大人L０００円／人、子ども500円／人）の支払い

・４万円／年の熊本県へのふるさと納税の実施

ここで、

ども２人、

例にとり、

ふるさと納税に伴う控除についての考え方について、「年収700万円、夫婦子

所得税率10％、住民税10％、４万円をふるさと納税として寄付した場合」を

試算例を示します。

【寄付控除対象額】①＋②＋③＝35,300円

【住民税控除】①＋②＝31,500円

①基本控除額：（40,000円-5,000円)×10％(住民税）

＝3,500円

②特別控除額：（４０，０００円－５，０００円）

×（90％-10％(所得税率)）＝28,000円

③所得税控除：（40,000円－２，０００円）

×１０％＝3,800円

年間40,000円寄付した場合に35,300円の減税、4,700円の自己負担となります。

こころのふるさとづくりサークル」の会員は、様々なサービスの提供を受けることが
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できます。

まずは、①非常時の「移住保険」です。大地震や豪雨災害などにより、避難を余儀な

くさせられる場合、農村集落にある整備済みの空き家に優先的に移住できます。ここで

は、７日間の宿泊費は無料です（交通費は別途、延長の場合は別料金を徴収など、実情

に合わせて対応)。

次に、②「ふるさとギフト」を受け取ることができます。ふるさとギフトとは、年６

回（２ケ月に一度)、農村集落に住むＢさんが作った野菜、果樹などが入ったギフトで、

これを受け取ることができます。

さらに、③「年１回のふるさと探訪」と「子どもの田舎体験」サービスです。このサー

ビスは年に１回格安で熊本県に旅行し、田舎体験を味わうことができます。具体的には、

東京～熊本間の航空代は、片道１万円／人、家族４人往復で８万円程度（トラベル会社

によると、通常、東京在住の家族４人が、九州に２泊３日で旅行する場合、交通費と宿

泊代だけで20～30万円必要）での旅行ができます。また、宿泊場所は農村集落の整備済

みの空き家（マッチングができれば、農家に泊まることも可能）となります。加えて、

２泊３日の宿泊費が無料で利用可能です（延泊の場合は、5,000円／日追加など、状況

に応じる)。さらに、宿泊期間中に、地元住民との交流や現地での田舎体験が可能など、

普段の生活とは異なる雰囲気楽しむサービスを、格安で利用することができます。

ケーススタデイ２）農村在住の老夫婦（Ｂさん）の場合。

･中山間地域の農村集落に在住。年齢は70歳前後で、夫婦二人暮らし。

･主な収入は年金。

･少々の農地があり、野菜を作っており、ときどき直売所に卸している。

･都会に子どもと孫がいる。孫のために、あと少し収入を上げたい。

・自分の住む集落をもう少し活性化したい。

Ｂさん目線で見た「こころのふるさとづくり支援事業」では、まずＢさんは、県から

派遣されたアドバイザーの協力の下、近所の農村集落に住む同じような状況にある農家

たちとにころのふるさと団体」を設立します。こころのふるさと団体を立ち上げると、

アドバイザーの意見を踏まえながら、年間を通しての活動計画を策定します。なお、

にころのふるさと団体」は、目安として10戸程度の農家から構成され、100所帯の都市

在住家族を担当するイメージです。この場合、１戸あたり月々３万円の収入となります。

また、こころのふるさと団体では、様々なサービスを実施します。

まず、①「ふるさとギフト」の送付（年に６回）です。Ｂさん達農家が地元で作って

いる、その地域の米、野菜、果物などの特産物を段ボールに入れて、Ａさんたち都市在

住家族に宅急便にて送付します。

次に、②空き家の管理です。Ａさん達都市在住の家族が宿泊する空き家の掃除や草刈

など、いつでも宿泊できるようメインテナンスを行います（なお、最初の空き家の整備、

改修などは市町村が実施します)。

さらに、Ａさん達が被災し、来訪した時に対応を行います。被災した時のＡさんを、
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空港や最寄りのバス停まで迎えに行ったり、宿泊場所や周辺の生活施設を案内して安心

させるなど、こころを癒す「おもてなし」を行います。

また、毎年年に１回、「ふるさと探訪」や「子どもの田舎体験」で農村集落を訪れる

Ａさんファミリーに、「田舎体験プログラム」を提供します。時期に応じて、地元の運

動会や夏祭りに参加してもらうなど、目一杯田舎を味わってもらえるような対応を行い

ます。

ケーススタディ３）行政の対応（県と市町村で連携）

先に述べた制度を実現するため、県単独事業にころのふるさとづくり支援事業」を

立ち上げ、県と市町村それぞれの立場で制度のサポートを実施していきます。

まず、県が自ら実施することは、①都市在住の学童をもつ家族に向けて、「こころの

ふるさとづくりサークル」のＰＲ，参加の呼びかけを行うことです。

また、市町村に対して、②都市住民を受け入れるにころのふるさと団体」を設立す

るためアドバイザーを農村集落に派遣します。

さらに、③「こころのふるさと団体」から送付する「ふるさとギフト」の宅急便代な

どを助成します。

そして、Ａさん達の交通費を抑制させるために、航空会社との契約を結びます。ある

航空会社では、早期予約で、東京～熊本間の航空料金が、片道１万円程度であることか

ら、「こころのふるさとづくりサークル」に加入する会員が年１回、熊本に宿泊する場

合、民間交通機関と連携して、片道１万円で提供してもらえる契約を結びます（ちなみ

に、大阪～熊本間の場合、ある航空会社の最安値は8,000円なので、これをベースに調

整します)。

つぎに、市町村で実施することは、農村集落にある空き家の所有者と交渉し、空き家

の提供をお願いするとともに、トイレの水洗化や庭園の雑木の除去などの空き家の整備

を行うことです。なお、事業に係る負担の４分の３は県が助成するものとします。空き

家の整備水準は、「都市住民が抵抗なく住める」程度です。

また、農村集落においてにころのふるさと団体」設立のために、県から派遣するア

ドバイザーとともに、Ｂさん達農村集落に住む地域住民のみなさまと話し合い行い地域

の合意を形成していきます。なお、「こころのふるさと団体」は、中山間直接支払の協

同活動を行う団体や農地・水保全管理組織がベースにすることで、円滑に設立すること

ができると思います。

４．期待される効果

(1)都市部に住むＡさん達にとって

都市部に住むＡさん達にとっては、被災した時でも被災していない地域に、経済的な

心配なしに一定期間避難できる場所を安定的に確保できる安心感が得られます。仮に、

放射能問題など子どもに影響の大きい問題が生じた時には、母親と子どもは長期間滞在

するというオプションもつければ、さらに安心感が高まると考えられます。

また、都会で生まれ育った子ども達に、家計に大きな負担とならずに、田舎体験をさ

せることができることで、子どもたちの見聞を広げることができます。加えて、田舎体
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験に付き合うことで、親達もこころが癒されることでしょう。

さらに、農村集落に住むＢさんのような農家から定期的にギフトが届き、毎年１回、

会うことで、にころのふるさと」ができたかのような幸せ感がでてくると思います。

そこでは、農村集落に住む人たちとの交流を通して、新しい「緋」を感じることができ

ると思います。

②農村集落に住むＢさん達にとって

高齢化がどんどん進行し、人口が減っていく農村集落においては、定期的にＡさんの

ような若い家族が来てくれることで、集落に活気が戻ることが考えられます。

また、Ｂさん達個人にとっても、田舎体験プログラムを作って実行したり、一緒にふ

るさとギフトを準備することにより、集落内の紳が強まるとともに、生きがいがでてく

ることが期待されます。

さらに、収入面ではＢさん達も月３万円程度の現金収入が増えることで、これまでの

生活と比較して少しばかりのゆとりができます。

その上、毎年同じ家族が都市から来てくれることにより、都市に新しい孫ができたよ

うな幸福感を感じることができると思います。

③地方公共団体（県及び市町村）にとって

地方公共団体にとっては、「こころのふるさとサークル」の加入条件が、ふるさと納

税なので税収が増えることが期待されます。さらに、Ａさんファミリーの子どもが成人

した後でも、「熊本県でいい思い出が一杯できた」と感じていただければ、ふるさと納

税が継続してなされることも期待できます。その上、この事業を通じて都市と農村の交

流が促進されることで、農村集落の活性化になり、高齢者の健康寿命が延びる効果も期

待できます。また、ふるさとギフトの取組を通じて、耕作放棄地の減少にも寄与する可

能性があります。

さらに、ふるさとギフトや田舎体験を通じて、熊本の「安全・安心な食料」に直接の

触れる機会が増えることで、口コミなどで、熊本食材の消費が増加することが期待され

ます。

５．終わりに

小泉政権下における「三位一体位改革」以来、地方財政が厳しさを増しており、何を

するにも「財政の壁が厚い」という閉塞感が漂っています。

そのような中でも、知恵を出すのが公務員の務めであり、都市住民のニーズと農村集

落のニーズをマッチングさせることにより、行政の財政的な関与をできるだけ減らした

施策として、にころのふるさとづくり支援事業」を提案しました。

今、引っ越し先のアパートを探すときには、民間の大手検索サービスを使えば、引っ

越し先に行かなくても、希望するようなアパートを探すことができます。しかしながら、

「被災した時の安全で安心な避難先を見つけたい｣、「子どもに田舎体験をさせてあげた

い」といったニーズに、きめ細かく対応するためには、まだまだ行政の関与が必要です。

今回の提案内容は、ほんの一例ですが、熊本のもつ魅力を求める潜在的なニーズを丁
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寧に拾い上げることで、少ない公共投資で、満足感の高い施策ができると考えています。

最後に、この提案について指導いただいた諸先輩方に感謝します。

これからも、熊本の農村、ひいては日本全国の農村の活性化のための政策を考え続けた

いと思います。

ＡＰＲＯＧＲＡＭＰＲＯＰＯＳＡＬＴＯＤＵＰＰＯＲＴＤＥＶＥＬＯＰＭＥＮＴＯＦＨＯＭＥ

ＣＯＵＮＴＲＹＯＦＴＨＥＨＥＡＲＴ

ＭａｓａｈｉｄｅＮＡＫＡＨＡＲＡ

VillagesintheruralmountainousareasinJapan，whileregionaleconomy

declines，facechallengesofloosingfimctioｎｓａｓｔｈｅｕｎｉｔｙ・

Ｏｎｔｈｅｏｔｈｅｒｈａｎｄ，inurbanareas，ｍａｎｙｆｌｍｉｌｉｅｓｈａｖｅｎｏｐｌａｃｅｔｈａｔｃａｎｂｅ

ｃａｌｌｅｄｈｏｍｅｉｎｒｕｒａｌａｒｅａｓａｎｄｗｉｌｌｈａｖｅｎｏｓａｆｅｐｌａｃｅｆｂｒｔｈｅｒｅｆｉｌｇｅｉnthecase

ofemergencysuchaswhenanaturaldisasterhappens・Also，theopportunityin

whichchildrenvisitruralvillagesandgetexposedtothepeople'slifeis

decreasing・

Consideringthesesituations，weproposetocreatethefbundationprQjectthat

providesoldervillagerswithopportunitiestogainincoｍｅｓａｎｄｔｈａｔａlsoprovides

thefamilieswholiveinurbanareaswithexperienceoflivｅｓｉｎｒｕｒａｌａｒｅａｓａｎｄ

ｔｈｅｐｌａｃｅｆｂｒｌｉvinginthecaseofemergency・

Thisproposedpolicyprogram，whileconsideringassetsofthecountlyand

cityareas，willbeabletoprovidefamiliesfiFomurbanareas，ｆａｒｍers，andlocal

municipalitieswithbenfits．
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